
 

 

 

 

 

 

 

横手市の財務書類４表 
 

平成２８年度版 
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※ 決算額等の各数値は、項目ごとに表示単位未満を四捨五入して表示しているため

合計等が一致しない場合があります。 

 

※ 財務書類及び附属明細書等において、各科目及び欄に表示単位未満の端数が生じ

ているものは「０（ゼロ）」と表記し、数値そのものの計上がない場合は「－」と

表記しています。 
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１．はじめに 

 

 地方公共団体の会計制度は、予算の適正・確実な執行に資する観点から議会の統制

下に置かれ、現金の授受の事実を重視する現金主義が採用されているところです。 

 しかし、現金主義会計は、資金の流れやその使途の情報の把握には有効である一方、

現金以外の資産や負債の情報が欠如しており、財産の状況を含めたトータル面での財

務分析の正確性が問われてきました。 

 昭和の高度経済成長期等、税収や地方交付税の拡大時には、その使途について、地

方自治法に定める調書を正確に作成することで自治体財政をチェックする基本的な

要件は満たすことはできていました。しかしながら、現在のようにかつてのような右

肩上がりの収入は期待できなくなり、急速に進展する高齢化や人口減少、さらには、

道路・橋りょう、上下水道等のインフラや、学校、市営住宅、公共施設など本市の公

共施設が本格的な保全・更新、統廃合を迎える中、自治体財政は、これまで以上に、

財政状況の見える化を進めることが必要になっています。 

 これまでも本市は、総務省普通会計決算統計等をもとに財務書類を作成、公表（総

務省方式改訂モデル）してきましたが、平成２７年１月の国の要請も踏まえ、平成２

８年度決算より、複式仕訳の視点考慮、固定資産台帳の整備を前提に、また団体間の

比較可能性にも資する、統一的な基準による財務書類を作成することとし財務書類を

整備しました。 

 

２．財務書類の作成対象会計等 

 

 対象年度は平成２８年度で、対象とする会計は以下のとおりです。 

 

（※）集落排水事業特別会計は、地方公営企業法適用に着手していることから連結 

対象外としています。 

 

一般会計

障害者支援施設特別会計

土地区画整理事業特別会計

国民健康保険特別会計 秋田県市町村総合事務組合

後期高齢者医療特別会計 秋田県市町村会館管理組合

介護保険特別会計 秋田県後期高齢者医療広域連合

市営介護サービス事業特別会計 (株)増田町物産流通センター

市営温泉施設特別会計 (株)天下森振興公社

集落排水事業特別会計（※） (株)山内観光振興公社

浄化槽市町村整備推進事業特別会計 (株)ウッディさんない

病院事業会計 (株)横手殖林社

水道事業会計

下水道事業会計

普通会計

市全体

連 結

普通会計

市全体

連 結

普通会計

市全体

連 結

普通会計

市全体

連 結

普通会計

市全体

連 結

一般会計等

全体

連 結
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３．財務書類とは 

 

 財務書類（財務４表）とは「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」

「資金収支計算書」の総称です。 

 本市では、平成２０年度決算から主に決算統計等の統計データを活用する方式であ

る「総務省方式改訂モデル」で財務書類を作成してきました。 

 平成２８年度決算からは、国からの要請も踏まえ「統一的な基準」による財務書類

を作成します。統一的な基準で財務書類を作成することにより、①複式仕訳の視点を

考慮（決算統計データ活用からの脱却）、②固定資産台帳の整備を前提とすることで

公共施設等のマネジメントにも活用可能、③地方公共団体間での比較可能性の確保を

促進します。 

 以下は、横手市における財務書類４表の内容・見方です。 

 

【貸借対照表】 

 地方公共団体が保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債：

将来世代が負担する金額、純資産：過去・現役世代が既に負担した金額）で賄ってき

たかを示すものです。 

 この表は、「借方＝貸方」となるため、バランスシートと呼ばれています。 

 

 

 

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 退職手当引当金

インフラ資産 その他

物品 流動負債

無形固定資産 1年内償還予定地方債

ソフトウェア 未払金

その他 賞与等引当金

投資その他の資産 預り金

投資及び出資金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金 固定資産等形成分

短期貸付金 余剰分（不足分）

基金

財政調整基金

減債基金

徴収不能引当金

資　産 負　債

純資産

庁舎、住宅、学校、

公共施設など

道路・橋りょう、河

川、公園、上下水道

など

公営企業・第３セク

ターへの出資金、有

価証券など

市税等の収入未済額

のうち1年以上経過
したもの

現金及び1年以内に

換金可能な資産

市税等の収入未済額

のうち1年以内に発
生したもの

市税等の収入未済額

のうち回収不能見込
額

返済期日が1年を超

える債務など

全職員が年度末で退

職したと仮定した場
合に必要になる見込

額

(減価償却累計額の

控除後の)固定資産
の残高に短期貸付金

と基金を加えたもの

翌年度に支払うこと

が予定されている賞
与のうち、当該年度

負担額

歳計外現金残高 等

流動資産(短期貸付

金と基金を除く)か
ら負債を控除したも

の
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【行政コスト計算書】 

会計期間中の経常的な行政サービスにかかった費用等を表しています。 

 

 

【純資産変動計算書】  

会計期間中の純資産の変動を表しています。 

 

経常費用

業務費用
人件費

職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益

資産売却益
その他

純行政コスト

翌年度６月に支給する期末勤勉手当見込額（１２月から翌年３月ま

での４か月分を計上）

当該年度に繰り入れた退職手当引当金見込額

消耗品、光熱水費、印刷製本、業務委託、一般職非常勤職員賃金、

使用料及び賃借料、備品購入などの経費

公共施設等やインフラ資産の維持修繕経費

有形固定資産や無形固定資産について、使用期間中、毎年度経済的

価値の減少があるとみなし、費用計上するもの

(固定資産の取得価額を法定耐用年数で除した額を計上)

市民や特別会計など他者・他会計に移転する経費

事業実施に係る補助金、助成金、負担金

医療、子育て、障害、生活保護などの扶助費

公共施設使用や行政サービス提供に対する収入

災害復旧費、資産除売却損など臨時に発生した経費と財務書類作成

上の第三セクター等に対する負担見込額の増加額（投資損失負担見
込額）

資産の売却により生じた利益など

前年度末純資産残高

純行政コスト（▲）
財源

税収等
国県等補助金

 本年度差額
固定資産の変動等(内部変動)

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
その他

 本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

有形固定資産等の増加と減少や貸付金・基金等の形成と取崩の額を

表しています

行政コスト計算書の収支尻である「純行政コスト」と連動

貸借対照表の「純資産」と連動

市税、地方交付税、地方譲与税、分担金及び負担金など

市税、地方交付税等の税収等や国県等補助金など行政コスト計算書

に計上されない財源を表しています

有価証券の評価差額など

無償で譲渡または取得した固定資産価額、その他年度途中に判明し

た固定資産価額など
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【資金収支計算書】 

１年間の資金の増減を業務活動収支（毎年継続的な収支）、投資活動収支（建物や

道路などの資産形成、投資、基金や貸付金などの収支）、財務活動収支（市債など借

入金の収支）に分けて表示し、どのような活動に資金が必要であったかを示していま

す。 
 なお、前年度末、本年度末の各資金残高は、それぞれ前年度末、本年度末の貸借対

照表に計上されている現金預金の残高と一致します。 

 

 

 

業務活動収支
業務支出

業務費用支出
移転費用支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
臨時収入

投資活動収支
投資活動支出

公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

財務活動収支
財務活動支出

地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高
前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

形式収支（歳入決算額－歳出決算額）

投資活動収入以外の国・県支出金

事業実施等に係る補助金・助成金・負担金、福祉・医療・子育て・

高齢者福祉・障害者支援・生活保護などの扶助費、他会計への繰出

金

本年度中の資金の増減額

投資活動、財務活動以外の活動に係る収支

行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入支出されるもの

市債借入や返済（元金償還）に係る資金の収支

学校、公園、道路・橋りょうなどの資産形成や貸付金の貸付、回収、

基金への積立て・取崩しなどに伴う収支

資産形成の財源としての国・県支出金

人件費、物件費等、市債の支払利息など

貸借対照表の流動資産中「現金預金」と連動
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【財務書類４表の相互関係】 

 

 財務書類の４つの表はそれぞれが連動しており、相互関係を有しています。 

 現在の資産・債務の状況（ストック：ある時点（決算時）の残高を示すもの）を示

す貸借対照表。 

 その貸借対照表の一部である現金預金の増減内訳（フロー：ある一定期間（会計年

度中）の動きを示すもの）を資金収支計算書が、貸借対照表の純資産の増減内訳（フ

ロー）を純資産変動計算書が、さらにその一部である純行政コストの増減内訳（フロ

ー）を行政コスト計算書がそれぞれ表示するようになっています。 

 

 

【財務書類４表の作成手順】 

 

 次のような手順で財務書類の作成を行いました。 

（１）一般会計等財務書類の作成 

 ① 歳入歳出伝票データをもとに、伝票単位で複式仕訳に変換 

 ② 固定資産、流動資産などの異動情報の整理、減価償却費計算等の決算整理仕訳 

 ③ 一般会計、障害者支援施設特別会計、土地区画整理事業特別会計の各会計間の 

内部取引を相殺 

 ④ 一般会計等財務書類を作成 

 

（２）全体財務書類の作成 

 ① 病院、水道、下水道の公営企業会計決算書類を統一的な基準へ組み替え各会計 

   の財務書類を作成 

 ② 国保、後期高齢者医療など各特別会計については、一般会計等財務書類と同様 

の手順により財務書類を作成 

 ③ 各会計間の内部取引を相殺 

 ④ 全体財務書類を作成 

 

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

経常費用 前年度末残高 業務活動収支

資産 負債 経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財　　　　　源 財務活動収支

臨時利益
固定資産等
の　 変　 動

前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

貸借対照表

うち

現金預金
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４．横手市の財務書類 

 

（１）貸借対照表（平成２９年３月３１日現在） 

 

 

平成２８年度末までに横手市では、一般会計等で 2,277 億円、一般会計以外の特別

会計、病院・上下水道（地方公営企業）を含めた全体では 2,887 億円の資産を形成し

ています。 

 形成された資産のうち、純資産の 1,534 億円（一般会計等）、1,617 億円（全体）に

ついては、市税や国県補助金などの過去の世代に得た財源によって既に支払いが済ん

でいますが、負債の 743 億円（一般会計等）、1,270 億円（全体）については、今後

の将来世代が負担していくことになります。 

 資産の中で大きな割合を占めるのが、道路、公園、上下水道などのインフラ資産

1,543 億円（全体）で資産全体の 53.4％を占めており、次いで庁舎、住宅、学校等の

事業用資産 890 億円（全体）で資産全体の 30.8％を占めています。これらインフラ

資産、事業用資産で総資産の 84.3％（全体）を占めています。 

 これら資産については、維持管理費や更新など将来的に発生が見込まれる費用など

課題も多く抱えています。 

 投資及び出資金 96 億円(一般会計等)の主なものは病院、上下水道事業への出資金

90 億円であり、全体貸借対照表では市会計間の出資であり相殺消去されるため対外

的な投資については 6 億円(全体)となります。 

 一方、負債の中では地方債（市債）が 1 年内償還予定地方債（翌年度償還分）を含

めた合計で 1,034 億円（全体）となっており、総負債の 81.4％を占めており、大きな

割合となっています。 

 

（単位：百万円）
資産の部 一般会計等 全　　体 負債の部 一般会計等 全　　体

固定資産 211,427 262,321 固定負債 67,245 115,749
　事業用資産 83,831 88,975 　地方債 61,812 94,400
　インフラ資産 108,690 154,254 　長期未払金 - -
　物品 1,434 5,624 　退職手当引当金 5,433 7,014
　無形固定資産 6 4,798 　損失補償等引当金 - -
　投資及び出資金 9,569 565 　その他 - 14,335
　投資損失引当金 △ 138 △ 138 流動負債 7,089 11,207
　長期延滞債権 480 721 　1年内償還予定地方債 6,048 8,957
　長期貸付金 1,599 1,599 　未払金 - 767
　基金 5,998 5,998 　未払費用 - -
　その他 - - 　前受金 - -
　徴収不能引当金 △ 41 △ 73 　前受収益 - -
流動資産 16,305 26,362 　賞与等引当金 558 848
　現金預金 2,247 9,899 　預り金 483 634
　未収金 124 1,707 　その他 - -
　短期貸付金 - - 　負債合計 74,334 126,957
　基金 13,935 14,627 純資産の部 一般会計等 全　　体
　棚卸資産 - 88 　純資産合計 153,399 161,726
　その他 - 44 　　固定資産等形成分 225,363 276,948
　徴収不能引当金 △ 1 △ 4 　　余剰分(不足分) △ 71,964 △ 115,222
　資産合計 227,733 288,683 　負債及び純資産合計 227,733 288,683
※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。
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（２）行政コスト計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

（単位：百万円）
一般会計等 全　　体

経常費用 45,353 77,687
　業務費用 26,139 39,343
　　人件費 7,946 12,452
　　物件費等 17,391 25,089
　　その他の業務費用 803 1,802
　移転費用 19,213 38,344
　　補助金等 6,050 6,475
　　社会保障給付 8,822 31,467
　　他会計への繰出金 3,983 -
　　その他 358 402
経常収益 1,718 12,799
　使用料及び手数料 615 10,218
　その他 1,103 2,581
純経常行政コスト △ 43,635 △ 64,888
　臨時損失 149 173
　臨時利益 136 176
純行政コスト △ 43,647 △ 64,885
※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。

 

 

 平成２８年度の経常費用は、一般会計等で 454 億円、全体で 777 億円です。 

 一方、行政サービス利用に対する対価として、受益者が負担する使用料や手数料な

どの経常収益は一般会計等で 17 億円、全体では 128 億円となっています。 

 純行政コストは一般会計等で 437 億円、全体では 649 億円です。この不足部分に

ついては、市税や地方交付税などの一般財源や国県補助金を充てています。この内訳

については、次の純資産変動計算書で示しています。 

 経常費用のうち、全体に占める割合が高い経費としては、物件費等で一般会計等で

は 174 億円、全体では 251 億円となっており、それぞれ経常費用に占める割合が一

般会計等で 38.3％、全体では 32.3％となっています。 

また、物件費等には資産の減価償却費が含まれており、一般会計等で 76 億円、全

体では 100 億円がそれぞれ計上されています。 

次いで、医療給付費、子育て、生活保護費といった社会保障給付が高い割合を占め

ており、一般会計等で 88 億円、全体では 315 億円となり、それぞれ経常費用に占め

る割合は一般会計等 19.5％、全体では 40.5％となっています。 

一般会計と全体と比較して社会保障給付の金額が大きく伸びているのは国民健康

保険、後期高齢者医療、介護保険といった医療費給付等については特別会計で経理し

ているためです。 

 経常収益においては、使用料及び手数料で一般会計等 6 億円と比較して全体会計で

は 102 億円と大きく伸びています。これは、水道料金、下水道使用料、病院診療収入

といった公営企業の使用料等によるものです。 

 臨時損失 1 億円は出資金に対する投資損失引当金が主なものであり、また臨時利益

1 億円については生産品、素材、不用品及び普通財産等の資産売却益が主なものです。 
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（３）純資産変動計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

（単位：百万円）

一般会計等 全　　体

前年度末純資産残高（開始残高） 145,209 152,293

　純行政コスト（△） △ 43,647 △ 64,885

　　財源 43,287 65,496

　　　税収等 33,624 47,293

　　　国県等補助金 9,664 18,202

　本年度差額 △ 360 610

　　固定資産の変動等(内部変動) - -

　　資産評価差額 4 4

　　無償所管換等 8,545 8,818

　　その他 - -

　本年度純資産変動額 8,190 9,433

本年度末純資産残高 153,399 161,726

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。
 

 

 平成２８年度は、純資産が一般会計等で 82 億円、全体で 94 億円それぞれ増加して

います。 

 純行政コストは一般会計等 436 億円、全体 649 億円に対し、財源としての税収等

が一般会計等 336 億円、全体 473 億円及び国県等補助金が一般会計等 97 億円、全体

182 億円の財源があり、本年度差額は一般会計等で 4 億円の減、全体では 6 億円の増

となっています。 

 資産評価差額 4 百万円については、有価証券等の時価評価損益等によるものです。 

 無償所管換等は年度中に判明した固定資産の増減や寄附受けなどです。主なものは

クリーンプラザよこてに係る土地建物資産約 87 億円であり、完成年度は平成２７年

度であったものの平成２８年度の供用開始に合わせて資産計上したため、開始貸借対

照表には含まれなかったことによります。 

 減価償却費や引当金等を含めたフルコストの視点で純資産変動計算書を見てみる

と、特に一般会計等においては税収等を含めた当年度の財源 433 億円より純行政コス

ト 436 億円の方が大きいという状況です。 

 当市では、中長期的な視点で財政運営に取り組んでいるところではありますが、世

代間負担の公平性の一層の確保のためにもフルコストの視点をより考慮した財政運

営を進めていく必要があります。 
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（４）資金収支計算書（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

（単位：百万円）

一般会計等 全　　体

業務活動収支 5,508 8,335

　業務支出 38,765 69,057

　業務収入 44,273 77,391

　臨時支出 - -

　臨時収入 - -

投資活動収支 △ 3,841 △ 3,926

　投資活動支出 7,469 7,908

　投資活動収入 3,628 3,983

財務活動収支 △ 1,728 △ 4,123

　財務活動支出 5,746 9,296

　財務活動収入 4,018 5,173

本年度資金収支額 △ 61 286

本年度歳計外現金増減額 9 9

前年度末現金預金残高 2,299 9,605

本年度末現金預金残高 2,247 9,899

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。
 

 

 平成２８年度一般会計等では、業務活動収支は＋55 億円、投資活動収支は△38 億

円、財務活動収支は△17 億円となり、本年度資金収支額はトータルで△0.06 億円(6

百万円)となりました。 

 また、特別会計等を含めた全体では、業務活動収支は＋83 億円、投資活動収支は

△39 億円、財務活動収支は△41 億円となり、本年度資金収支額はトータルで＋3 億

円となりました。 

 業務活動収支の支出の中で主なものは、修繕費等を含めた物件費等支出が 98 億円

（一般会計等）、150 億円（全体）、社会保障給付支出が 88 億円（一般会計等）、315

億円（全体）などです。 

 平成２８年度の資金収支は、後年度負担軽減のために地方債の発行を抑制したこと

などにより、一般会計等では 0.06 億円の資金減となっています。 

 また、全体会計では、本年度資金収支額が約 3 億円増加していますが、水道事業会

計において 1.6 億円の増、国民健康保険特別会計において 1.2 億円増加していること

が主な要因です。 
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５．財務書類から分かる指標分析 

 

 平成２７年１月に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計マニュア

ル」においては、各地方公共団体との財務数値をまとめ地方公共団体間の「比較分析」

を可能にするため指標が示されています。 

 この指標については、人口１人当たり指標という加工によって地方公共団体間の規

模の相違をある程度は吸収することができますが、基本的には同程度の規模の団体

（類似団体）との比較が有用です。 

 ただし、平成２８年度決算分は分析作成初年度であること、またすべての団体が統

一的な基準で作成していないことなどから他団体や全国平均、類似団体との比較につ

いては、次年度以降随時分析等を行っていきます。 

 平成２８年度指標は、横手市の平成２９年３月末日住民基本台帳人口 92,422 人を

基に指標分析を行っていきます。 

 

（１）資産形成度を表す指標 

 

 資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表したものです。 

 貸借対照表は、資産の部において横手市の保有する資産のストック情報を一覧表示

しており、これを住民一人当たり資産額や歳入額対資産比率、有形固定資産減価償却

率（資産老朽化比率）といった指標を用いて分析することができます。 

※以下、貸借対照表を「BS」、行政コスト計算書を「PL」、純資産変動計算書を「NW」、資金収支 

計算書を「CF」と略記します。 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

住民一人あたり資産額 

BS 資産額÷ 

住民基本台帳人口 
2.4 百万円 3.1 百万円 

住民一人当たりの資産額を表しま

す。規模の異なる団体間でも比較

可能になります。 

歳入額対資産比率 

BS 資産額÷ 

CF 歳入合計額 
4.2 年 3.0 年 これまでに形成した資産が歳入の

何年分に相当するかを表します。 

有形固定資産減価償却率 償却資産減価償却

累計額の合計 

    ÷ 

償却資産取得価格

等の合計 

※土地等の非償却資産

は含まれません 

58.4％ 54.6％ 

固定資産の法定耐用年数に対し、

どのくらい期間が経過しているの

かを表します。 

資産老朽化の程度を表しています

が値が 100％となっても使用でき

なくなるわけではありません。 
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（２）世代間公平性を表す指標 

 

 世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表したもので、

貸借対照表上の資産、負債及び純資産との対比によって明らかにされるものです。 

 世代間公平性を表す指標としては、地方財政健全化法における将来負担比率もあり

ますが、貸借対照表は、財政運営の結果として、資産形成における将来世代と現世代

までの負担のバランスが適切に保たれているのか、どのように推移しているのかを端

的に把握することを可能にするものです。 

 ただし、将来世代の負担となる地方債の発行については、原則として将来に渡って

受益の及ぶ施設の建設等の資産形成に充てることができるものであり（建設公債主

義）、その償還年限も、当該地方債を財源として建設した公共施設等の耐用年数を超

えないこととされています（地方財政法第５条及び第５条の２）。 

 したがって、地方財政においては、受益と負担のバランスや地方公共団体の財政規

律が一定程度確保されるように既に制度設計されています。なお、地方債の中には、

その償還金に対し地方交付税措置が講じられているもの（※）があり、特に横手市に

おいてはその割合は高くなっています。 

【※】地方債現在高に係る普通交付税算入見込額 635 億円 

(健全化判断比率中、将来負担比率算定要素による) 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

純資産比率 

BS 純資産額÷ 

BS 資産額 
67.4％ 56.0％ 

公共資産全体に対する「過去及び

現世代」が負担してきた割合を表

します。 

純資産の減少は、将来世代への負

担を増加させることを意味する。 

社会資本等形成の世代間 

負担比率 

(将来世代負担比率) 

BS 地方債残高÷ 

BS（有形固定資産額

＋無形固定資産額） 

35.0％ 40.7％ 

公共資産全体に対する「将来世代」

が負担する割合を表します。 

地方債により資産形成を行うと将

来世代負担比率が高くなり、逆に

地方債発行を抑制すると将来負担

比率が低くなります。 
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（３）持続可能性（健全性）を表す指標 

 

持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」

を表しており、財政運営に関する本質的な視点です。 

貸借対照表では、退職手当引当金や未払金など、発生主義によりすべての負債を捉

えることになります。 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

住民一人あたり負債額 

BS 負債額÷ 

住民基本台帳人口 
0.8 百万円 1.4 百万円 住民一人当たりの負債額を表しま

す。 

基礎的財政収支 

(プライマリーバランス) 

CF 業務活動収支＋ 

CF 投資活動収支＋ 

CF 支払利息支出 

2,265 百万円 5,755 百万円 

市債の償還額を除いた歳出と市債

の発行額を除いた歳入のバランス

を見る指標。当該バランスが均衡

している場合は経済成長率が長期

金利を下回らない限り経済規模に

対する地方債等の比率は増加せず

持続可能な運営といえる。 

債務償還可能年数 

（※１） 10.4 年 － 

借入金残高等の実質的な債務に対

し、各年度の償還可能財源を返済

に充てた場合、どの程度の年数で

償還できるかを表しています。 

※当指標は一般会計等における全

地方公共団体共通の指標です。 

（※１） 

      将来負担額(※２) 88,420,312千円 － 充当可能基金残高 16,582,949千円         

  業務収入 44,273,073千円＋臨時財政対策債発行可能額 1,429,139千円－業務支出 38,764,887千円 

 

（※２）一般会計等に係る地方債現在高、公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額等 
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（４）効率性を表す指標 

 

 効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」を表しています。地方自

治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の

増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」

とされているものです（同法第２条第１４項）。 

 行政コスト計算書は横手市の行政活動に係る人件費や物件費等の費用を発生主義

に基づきフルコストとして表示するものであり、住民一人当たり行政コストという指

標を用いて、効率性の度合いを定量的に測定することが可能となります。 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

住民一人あたり行政コスト 

PL 行政コスト÷ 

住民基本台帳人口 
0.47 百万円 0.70 百万円 

行政コスト（資産形成につながら

ない行政サービス等）は、住民一

人当たりいくらかかっているのか

を表しています。 

 

（５）弾力性を表す指標 

 

 弾力性は、「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」を表しています。 

 財政の弾力性については、一般に経常収支比率（経常経費充当一般財源の経常一般

財源総額に占める比率。一般会計等のみ）等が用いられますが、財務書類においても

弾力性の分析が可能です。 

 すなわち、純資産変動計算書において、地方公共団体の資産形成を伴わない行政活

動に係る行政コストに対して地方税、地方交付税等の当該年度の一般財源等がどれだ

け充当されているか（行政コスト対税収等比率）を示すことができます。 

 これは、横手市がインフラ資産の形成や施設の建設といった資産形成を行う財源的

余裕度がどれだけあるかを示すものといえます。 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

行政コスト対税収等比率 

PL 行政コスト÷ 

NW 財源等(税収等

＋国県等補助金) 

100.8％ 99.1％ 

税収等のうち、どれだけが資産形

成等を伴わない行政コストに費用

されたかを表している。100%に近

づくほど余裕度が無く、100%を超

えると過去から蓄積した資産が取

り崩されたことを意味する。 
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（６）自律性を表す指標 

 

 自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどう

なっているか）」を示すものです。 

 地方公共団体の財政構造の自律性に関するものであり、財務書類についても、行政

コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能

であるため、これを受益者負担水準の判断指標として用いることができます。 

 受益者が直接負担しない部分については、市税や地方交付税、補助金等により賄う

ことになります。 

 経年比較や類似団体と比較することで、横手市の受益者負担の特徴を把握すること

が可能になります。 

 

指標の種類 計 算 式 一般会計等 全  体 

受益者負担の割合 

PL 経常収益÷ 

PL 経常費用 
3.8％ 16.5％ 

市の経常費用のうち、サービスの

受益者が直接的に負担する割合を

表しています。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 

 
 

 

 

 

  



 

 



（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 211,427,355 固定負債 67,244,813
有形固定資産 193,954,704 地方債 61,811,906

事業用資産 83,830,934 長期未払金 -
土地 28,313,510 退職手当引当金 5,432,907
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 110,059,902 その他 -
建物減価償却累計額 △ 55,701,270 流動負債 7,089,104
工作物 6,243,909 1年内償還予定地方債 6,047,661
工作物減価償却累計額 △ 5,427,904 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 558,467
航空機 - 預り金 482,976
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 74,333,917
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 342,787 固定資産等形成分 225,362,648

インフラ資産 108,689,877 余剰分（不足分） △ 71,963,977
土地 1,010,585
建物 1,992,609
建物減価償却累計額 △ 1,240,689
工作物 268,405,816
工作物減価償却累計額 △ 161,574,979
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 96,535

物品 7,962,868
物品減価償却累計額 △ 6,528,975

無形固定資産 6,253
ソフトウェア 6,253
その他 -

投資その他の資産 17,466,398
投資及び出資金 9,569,092

有価証券 271,108
出資金 9,297,984
その他 -

投資損失引当金 △ 138,073
長期延滞債権 479,970
長期貸付金 1,598,550
基金 5,997,833

減債基金 -
その他 5,997,833

その他 -
徴収不能引当金 △ 40,974

流動資産 16,305,233
現金預金 2,246,778
未収金 124,216
短期貸付金 -
基金 13,935,293

財政調整基金 9,638,904
減債基金 4,296,390

棚卸資産 -
その他 -

徴収不能引当金 △ 1,054 153,398,670

227,732,587 227,732,587

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】【様式第１号】【様式第１号】【様式第１号】

一般会計等貸借対照表一般会計等貸借対照表一般会計等貸借対照表一般会計等貸借対照表
（平成２９年３月３１日現在）

科目 科目
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

136,356

136,356

△ 43,647,217

148,529

-

6,420

138,073

-

4,036

17,390,679

9,149,120

573,713

7,647,950

1,103,080

802,983

598,116

42,028

162,839

19,213,286

6,050,110

8,822,129

3,982,649

358,398

1,717,721

614,640

△ 43,635,044

-

【様式第２号】【様式第２号】【様式第２号】【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書一般会計等行政コスト計算書一般会計等行政コスト計算書一般会計等行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科目 金額

19,896

45,352,765

26,139,479

7,945,817

6,963,630

558,467

81,494

342,227
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(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 219,972,681 △ 74,763,781

純行政コスト（△） △ 43,647,217

財源 43,287,443

税収等 33,623,697

国県等補助金 9,663,746

本年度差額 △ 359,775

固定資産等の変動（内部変動） △ 3,159,578 3,159,578

有形固定資産等の増加 2,807,129 △ 2,807,129

有形固定資産等の減少 △ 7,673,710 7,673,710

貸付金・基金等の増加 3,733,440 △ 3,733,440

貸付金・基金等の減少 △ 2,026,438 2,026,438

資産評価差額 4,164

無償所管換等 8,545,381

その他 - -

本年度純資産変動額 5,389,967 2,799,804

本年度末純資産残高 225,362,648 △ 71,963,977

8,545,381

-

8,189,770

153,398,670

4,164

△ 359,775

【様式第３号】【様式第３号】【様式第３号】【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書一般会計等純資産変動計算書一般会計等純資産変動計算書一般会計等純資産変動計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 合計

145,208,900

△ 43,647,217

43,287,443

33,623,697

9,663,746
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

前年度末資金残高 1,824,996
本年度末資金残高 1,763,802

5,745,951
-

4,017,739
4,017,739

-

本年度資金収支額 △ 61,194
△ 1,728,212

5,745,951

2,526,098
843,061

1,311,920
-

3,627,681
710,978

1,564,258
1,216,090

136,356
-

△ 3,841,169

3,982,649

2,787,771

44,273,073
33,601,291
8,952,768

616,108
1,102,906

-
-
-
-

7,468,850

5,508,186

598,116
115,352

20,424,073
7,260,897
8,822,129

474,243
8,733

482,976
2,246,778

【様式第４号】【様式第４号】【様式第４号】【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書一般会計等資金収支計算書一般会計等資金収支計算書一般会計等資金収支計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 金額

358,398

38,764,887
18,340,814
7,864,009
9,763,337
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資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

（
株

）
増

田
町

物
産

流
通

セ
ン

タ
ー

5
0
,0

0
0

9
0
,1

9
2

8
9
,2

3
5

9
5
7

6
8
,0

0
0

7
3
.5

3
%

7
0
3

4
9
,2

9
7

5
0
,0

0
0

（
株

）
天

下
森

振
興

公
社

1
0
,0

0
0

5
3
,6

2
0

9
,5

9
1

4
4
,0

2
9

1
2
,0

5
0

8
2
.9

9
%

3
6
,5

4
0

-
1
0
,0

0
0

（
株

）
ウ

ッ
デ

ィ
さ

ん
な

い
2
8
,0

0
0

2
0
1
,5

9
7

1
0
6
,6

2
5

9
4
,9

7
2

4
0
,0

0
0

7
0
.0

0
%

6
6
,4

8
0

-
2
8
,0

0
0

（
株

）
山

内
観

光
振

興
公

社
1
1
0
,0

0
0

1
1
4
,6

1
2

8
5
,4

7
9

2
9
,1

3
3

1
5
1
,0

0
0

7
2
.8

5
%

2
1
,2

2
4

8
8
,7

7
6

1
1
0
,0

0
0

（
株

）
横

手
植

林
社

2
,2

9
4

8
6
,5

2
1

1
,4

2
0

8
5
,1

0
0

1
0
,0

0
0

6
3
.7

3
%

5
4
,2

3
5

-
2
,2

9
4

横
手

市
水

道
事

業
3
,0

0
9
,4

8
4

2
6
,2

1
9
,7

8
8

1
8
,2

7
8
,9

2
2

7
,9

4
0
,8

6
5

7
,4

4
0
,9

4
7

4
0
.4

4
%

3
,2

1
1
,2

8
6

-
-

横
手

市
下

水
道

事
業

2
,0

9
0
,5

9
3

3
0
,4

3
7
,5

5
8

2
5
,9

8
2
,3

3
9

4
,4

5
5
,2

2
0

4
,2

1
7
,0

1
3

4
9
.5

8
%

2
,2

0
8
,8

9
8

-
-

横
手

市
病

院
事

業
3
,9

0
7
,1

2
7

1
0
,9

0
7
,9

8
4

6
,7

5
7
,0

9
4

4
,1

5
0
,8

9
0

4
,4

5
3
,4

2
3

8
7
.7

3
%

3
,6

4
1
,5

7
6

-
-

合
計

9
,2

0
7
,4

9
8

6
8
,1

1
1
,8

7
2

5
1
,3

1
0
,7

0
5

1
6
,8

0
1
,1

6
6

1
6
,3

9
2
,4

3
3

9
,2

4
0
,9

4
1

1
3
8
,0

7
3

2
0
0
,2

9
4
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市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
、

％
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

(公
社

）
秋

田
県

農
業

公
社

1
7
,0

0
0

4
,9

5
2
,7

3
0

4
,0

8
4
,3

8
2

8
6
8
,3

4
8

8
6
8
,3

4
8

1
.9

6
%

1
7
,0

2
0

-
1
7
,0

0
0

1
7
,0

0
0

秋
田

県
農

業
信

用
基

金
協

会
4
1
,4

3
0

6
1
,8

6
5
,1

3
9

5
5
,5

8
9
,0

1
6

6
,2

7
6
,1

2
3

6
,2

7
6
,1

2
3

0
.6

6
%

4
1
,4

2
2

-
4
1
,4

3
0

4
1
,4

3
0

秋
田

県
土

地
改

良
事

業
団

連
合

会
3
,1

0
0

6
,1

4
5
,9

3
4

1
,5

3
4
,2

1
6

4
,6

1
1
,7

1
8

4
,6

1
1
,7

1
8

0
.0

7
%

3
,2

2
8

-
3
,1

0
0

3
,1

0
0

横
手

市
森

林
組

合
6
3
,7

5
9

3
3
6
,8

0
4

2
0
0
,5

3
9

1
3
6
,2

6
4

1
4
8
,2

5
5

4
3
.0

1
%

5
8
,6

0
7

-
6
3
,7

5
9

6
3
,7

5
9

雄
勝

広
域

森
林

組
合

1
0
0

7
4
9
,8

6
7

4
8
7
,8

9
6

2
6
1
,9

7
1

1
0
8
,5

7
9

0
.0

9
%

2
3
6

-
1
0
0

1
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

9
,8

0
0

2
4
,7

8
6
,2

6
7
,0

0
0

2
4
,5

4
5
,1

8
5
,0

0
0

2
4
1
,0

8
2
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

6
%

1
4
4
,6

4
9

-
9
,8

0
0

9
,8

0
0

(公
社

)秋
田

県
青

果
物

基
金

協
会

5
,3

0
0

1
,4

0
3
,9

0
7

4
9
8
,8

8
8

9
0
5
,0

1
9

8
2
2
,3

9
1

0
.6

4
%

5
,7

9
2

-
5
,3

0
0

5
,3

0
0

（
株

）
秋

田
県

食
肉

流
通

公
社

1
,0

0
0

1
,7

9
1
,5

5
2

4
7
7
,8

1
5

1
,3

1
3
,7

3
7

1
,3

1
9
,7

0
0

0
.0

8
%

1
,0

5
1

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

（
株

）
秋

田
ふ

る
さ

と
村

5
4
,0

0
0

6
7
7
,4

9
7

9
9
,0

0
4

5
7
8
,4

9
3

4
9
5
,0

0
0

1
0
.9

1
%

6
3
,1

1
4

-
5
4
,0

0
0

5
4
,0

0
0

（
株

）
秋

田
放

送
2
,4

1
0

4
,2

3
8
,8

0
6

2
,5

7
3
,7

3
6

1
,6

6
5
,0

7
0

2
3
0
,0

0
0

1
.0

5
%

1
7
,4

8
3

-
2
,4

1
0

2
,4

1
0

秋
田

テ
レ

ビ
（
株

）
5
0
0

5
,1

0
6
,7

4
2

1
,0

3
6
,8

8
4

4
,0

6
9
,8

5
8

3
6
0
,0

0
0

0
.1

4
%

5
,6

9
8

-
5
0
0

5
0
0

羽
後

交
通

（
株

）
7
1
0

2
,6

5
3
,3

8
3

1
,0

3
1
,5

3
0

1
,6

2
1
,8

5
2

3
6
0
,0

0
0

0
.2

0
%

3
,2

4
4

-
7
1
0

7
1
0

羽
後

カ
ン

ト
リ

ー
（
株

）
1
0
,0

0
0

1
,1

9
3
,3

0
4

9
7
8
,7

6
2

2
1
4
,5

4
2

3
6
0
,0

0
0

2
.7

8
%

5
,9

6
4

4
,0

3
6

5
,9

6
4

1
0
,0

0
0

（
公

財
）
暴

力
団

壊
滅

秋
田

県
民

会
議

4
,3

4
1

5
9
7
,5

7
7

2
3
9

5
9
7
,3

3
7

5
8
1
,9

4
3

0
.7

5
%

4
,4

8
0

-
4
,3

4
1

4
,3

4
1

（
公

財
）
秋

田
県

国
際

交
流

協
会

1
1
,7

8
8

1
,2

3
7
,3

8
5

5
1
5

1
,2

3
6
,8

7
0

1
,2

0
1
,2

5
4

0
.9

8
%

1
2
,1

2
1

-
1
1
,7

8
8

1
1
,7

8
8

秋
田

赤
十

字
病

院
9
,6

9
7

1
4
,9

5
0
,3

1
8

1
3
,4

4
9
,1

3
4

1
,5

0
1
,1

8
3

1
,5

0
1
,1

8
3

0
.6

5
%

9
,7

5
8

-
9
,6

9
7

9
,6

9
7

（
公

財
）
秋

田
県

長
寿

社
会

振
興

財
団

2
4
0

1
6
1
,1

5
7

4
1
,4

4
3

1
1
9
,7

1
5

8
9
,0

3
4

0
.2

7
%

3
2
3

-
2
4
0

2
4
0

(公
財

）
秋

田
県

林
業

労
働

対
策

基
金

6
,2

6
0

1
,0

2
7
,3

6
3

6
,1

2
0

1
,0

2
1
,2

4
3

9
0
9
,2

6
5

0
.6

9
%

7
,0

4
7

-
6
,2

6
0

6
,2

6
0

秋
田

県
信

用
保

証
協

会
1
0
5
,6

7
2

2
4
5
,1

1
0
,4

4
2

2
2
3
,4

9
8
,3

4
8

2
1
,6

1
2
,0

9
4

2
1
,6

1
2
,0

7
4

0
.4

9
%

1
0
5
,8

9
9

-
1
0
5
,6

7
2

1
0
5
,6

7
2

（
一

財
）
横

手
市

増
田

ま
ん

が
美

術
財

団
5
0
0

1
2
,6

5
7

4
,5

6
4

8
,0

9
3

8
,0

9
3

6
.1

8
%

5
0
0

-
5
0
0

5
0
0

（
公

財
）
リ

バ
ー

フ
ロ

ン
ト

研
究

所
3
,5

0
0

2
,0

0
5
,8

6
5

3
2
3
,1

0
5

1
,6

8
2
,7

5
9

1
,6

8
2
,7

5
9

0
.2

1
%

3
,5

3
4

-
3
,5

0
0

3
,5

0
0

（
財

）
秋

田
県

青
年

会
館

5
,5

9
3

7
0
,3

8
0

1
7
,0

4
9

5
3
,3

3
1

5
3
,3

3
1

1
0
.4

9
%

5
,5

9
4

-
5
,5

9
3

5
,5

9
3

（
公

社
）
青

少
年

育
成

秋
田

県
民

会
議

2
,7

0
0

2
9
,0

5
5

3
4
7

2
8
,7

0
8

2
8
,7

0
8

9
.4

1
%

2
,7

0
1

-
2
,7

0
0

2
,7

0
0

合
計

3
5
9
,4

0
0

2
5
,1

4
2
,5

8
4
,8

6
3

2
4
,8

5
1
,1

1
8
,5

3
4

2
9
1
,4

6
6
,3

3
0

6
0
,2

2
9
,7

5
9

5
1
9
,4

6
6

4
,0

3
6

3
5
5
,3

6
4

3
5
9
,4

0
0
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

9
,6

3
8
,9

0
4

9
,6

3
8
,9

0
4

9
,6

3
8
,9

0
4

減
債

基
金

4
,2

9
6
,3

9
0

4
,2

9
6
,3

9
0

4
,2

9
6
,3

9
0

振
興

基
金

4
,0

3
2
,7

7
0

4
,0

3
2
,7

7
0

4
,0

3
2
,7

7
0

ふ
る

さ
と

振
興

基
金

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
6
5
,7

2
4

6
5
,7

2
4

6
5
,7

2
4

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

2
5
8
,3

2
7

2
5
8
,3

2
7

2
5
8
,3

2
7

公
共

施
設

等
総

合
管

理
推

進
基

金
1
,4

3
3
,9

7
5

1
,4

3
3
,9

7
5

1
,4

3
3
,9

7
5

亀
田

部
落

財
政

調
整

基
金

8
,0

6
2

8
,0

6
2

8
,0

6
2

農
業

災
害

復
旧

事
業

基
金

8
2
,7

8
9

8
2
,7

8
9

8
2
,7

8
9

子
牛

導
入

貸
付

事
業

基
金

1
4
,8

7
2

1
,3

1
4

1
6
,1

8
6

1
6
,1

8
6

合
計

1
9
,9

3
1
,8

1
2

-
-

1
,3

1
4

1
9
,9

3
3
,1

2
6

1
9
,9

3
3
,1

2
6

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
債

　
権

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

第
三

セ
ク

タ
ー

等

　
　

（
株

）
増

田
町

物
産

流
通

セ
ン

タ
ー

5
6
,4

9
8

-
5
6
,4

9
8

　
　

（
株

）
山

内
観

光
振

興
公

社
6
0
,8

9
6

-
6
0
,8

9
6

　
　

（
株

）
ウ

ッ
デ

ィ
さ

ん
な

い
5
,8

1
0

-
5
,8

1
0

小
　

計
1
2
3
,2

0
4

-
1
2
3
,2

0
4

そ
の

他
の

貸
付

金

　
　

地
域

総
合

整
備

資
金

貸
付

金
1
,1

6
1
,4

3
7

-
1
,1

6
1
,4

3
7

　
　

社
会

福
祉

施
設

整
備

資
金

貸
付

金
1
0
9
,3

9
7

-
1
0
9
,3

9
7

　
　

ひ
と

り
親

家
庭

等
住

宅
整

備
資

金
貸

付
金

2
,2

0
6

-
2
,2

0
6

　
　

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
貸

付
金

1
,2

1
0

-
1
,2

1
0

　
　

奨
学

資
金

貸
付

金
2
0
1
,0

9
6

-
2
0
1
,0

9
6

小
　

計
1
,4

7
5
,3

4
6

-
1
,4

7
5
,3

4
6

合
　

計
1
,5

9
8
,5

5
0

-
1
,5

9
8
,5

5
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計

23



⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
ひ

と
り

親
家

庭
等

住
宅

整
備

資
金

貸
付

金
3
,2

7
3

-

　
心

身
障

害
者

居
室

整
備

資
金

貸
付

金
1
,4

5
8

-

　
高

齢
者

住
宅

整
備

資
金

貸
付

金
6
,4

3
1

-

　
奨

学
資

金
貸

付
金

8
,4

6
4

-
　

奨
学

資
金

貸
付

金
2
,9

2
9

-

　
緊

急
教

育
資

金
貸

付
金

1
3
0

-

小
計

1
9
,7

5
6

-
小

計
2
,9

2
9

-

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
　

市
民

税
（
個

人
）

5
1
,4

7
1

6
,2

9
3

　
　

市
民

税
（
個

人
）

2
0
,1

1
9

5

　
　

市
民

税
（
法

人
）

6
,7

0
3

1
,4

7
4

　
　

市
民

税
（
法

人
）

3
,0

2
9

3
4

　
　

固
定

資
産

税
2
2
6
,6

8
6

3
1
,6

3
4

　
　

固
定

資
産

税
8
0
,8

5
0

1
,0

1
2

　
　

軽
自

動
車

税
6
,3

2
3

1
,0

1
1

　
　

軽
自

動
車

税
3
,9

0
8

3

　
　

都
市

計
画

税
2
1
4

4
5

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

分
担

金
・
負

担
金

1
0
0
,0

0
4

2
6
8

　
　

分
担

金
・
負

担
金

3
,3

3
1

-

　
　

使
用

料
・
手

数
料

2
,5

1
4

1
8
3

　
　

使
用

料
・
手

数
料

1
,2

5
8

-

　
　

財
産

貸
付

収
入

1
4
0

-
　

　
財

産
貸

付
収

入
4
3

-

　
　

清
算

徴
収

金
（
土

地
区

画
整

理
事

業
）

1
4
4

-

　
　

諸
収

入
6
6
,0

1
5

6
6

　
　

諸
収

入
8
,7

4
9

小
計

4
6
0
,2

1
4

4
0
,9

7
4

小
計

1
2
1
,2

8
7

1
,0

5
4

合
計

4
7
9
,9

7
0

4
0
,9

7
4

合
計

1
2
4
,2

1
6

1
,0

5
4

24



（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

2
,0

3
2
,9

1
8

1
6
5
,1

6
1

2
,0

0
6
,5

7
6

2
6
,3

4
2

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,2

7
3
,5

1
7

1
6
4
,8

3
3

1
,2

4
6
,3

4
6

1
9
,4

7
8

7
,6

9
2

　
　

災
害

復
旧

1
7
7
,3

2
3

5
5
,6

8
3

1
7
7
,3

2
3

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
1
,1

4
6
,8

7
7

1
8
1
,4

2
5

6
6
4
,8

9
1

1
6
8
,3

8
6

7
1
,0

4
4

1
8
9
,2

6
4

5
3
,2

9
2

　
　

一
般

単
独

事
業

　
（
合

併
特

例
事

業
）

2
4
,6

9
0
,4

4
9

1
,8

3
1
,4

8
5

2
0
,5

6
9
,3

3
2

4
,0

7
9
,7

8
4

4
1
,3

3
3

　
　

一
般

単
独

事
業

　
（
そ

の
他

）
4
,8

9
6
,7

8
1

9
8
5
,5

3
0

1
,2

4
3
,8

2
7

1
,5

4
9
,6

2
0

1
,7

1
5
,0

1
0

2
9
3
,4

9
9

9
4
,8

2
5

　
　

過
疎

対
策

事
業

9
,8

7
7
,9

1
8

9
3
6
,2

6
6

9
,8

7
7
,9

1
8

　
　

そ
の

他
1
,4

2
9
,7

2
6

1
5
7
,5

8
3

4
8
7
,5

5
6

1
1
6
,2

8
3

8
2
5
,8

8
7

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
1
,9

2
0
,2

3
2

1
,4

5
8
,4

4
2

1
9
,5

0
8
,6

8
6

1
4
2
,5

9
9

2
,1

9
3
,4

9
7

7
5
,4

5
0

　
　

減
税

補
て

ん
債

3
8
7
,7

3
7

8
5
,1

6
4

3
8
7
,7

3
7

　
　

退
職

手
当

債
-

　
　

そ
の

他
2
6
,0

8
8

2
6
,0

8
8

2
6
,0

8
8

合
計

6
7
,8

5
9
,5

6
7

6
,0

4
7
,6

6
1

3
5
,6

2
6
,9

5
0

1
,9

7
6
,8

8
8

2
4
,5

7
5
,2

2
5

4
,6

5
7
,4

7
6

-
-

-
1
,0

2
3
,0

3
0

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
,
％
）

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

5
8
,
3
2
6
,
7
2
7

8
,
2
0
3
,
2
0
9

6
0
2
,
8
6
2

1
8
4
,
7
3
2

2
9
8
,
0
3
6

6
7
,
5
3
7

1
7
6
,
4
6
5

0
.
8
4
5

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
7
,
8
5
9
,
5
6
7

6
,
0
4
7
,
6
6
1

5
,
9
7
3
,
2
7
1

5
,
8
2
9
,
9
8
3

5
,
8
7
7
,
3
4
9

5
,
5
6
2
,
4
8
9

2
1
,
7
9
6
,
8
4
4

1
2
,
3
9
7
,
3
9
9

4
,
1
0
7
,
2
3
7

2
6
7
,
3
3
4

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
千
円
）

該
当

な
し

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
残
高

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
4
5
,6

4
8

4
2
,0

2
8

4
5
,6

4
8

4
2
,0

2
8

賞
与

等
引

当
金

5
5
8
,1

5
2

5
5
8
,4

6
7

5
5
8
,1

5
2

5
5
8
,4

6
7

退
職

手
当

引
当

金
6
,5

6
2
,2

0
0

8
1
,4

9
4

1
,2

1
0
,7

8
7

5
,4

3
2
,9

0
7

投
資

損
失

引
当

金
-

1
3
8
,0

7
3

1
3
8
,0

7
3

合
計

7
,1

6
6
,0

0
0

8
2
0
,0

6
2

6
0
3
,8

0
0

1
,2

1
0
,7

8
7

6
,1

7
1
,4

7
5

（
注

）
統

一
的

な
基

準
に

基
づ

く
平

成
２

８
年

度
開

始
残

高
を

計
上

し
て

い
る

。

区
分

前
年

度
末

残
高

　
　

　
　

　
　

　
　

（
注

）
本

年
度

増
加

額
本

年
度

減
少

額
本

年
度

末
残

高

27



２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

名
称

県
営

事
業

負
担

金

畜
産

競
争

力
強

化
対

策
整

備
事

業
補

助
金

産
地

パ
ワ

ー
ア

ッ
プ

事
業

費
補

助
金

踏
切

道
拡

幅
改

良
工

事
施

工
負

担
金

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
補

助
金

農
業

夢
プ

ラ
ン

推
進

事
業

補
助

金

重
要

伝
統

的
建

造
物

群
保

存
事

業

横
手

北
ｽ

ﾏ
ｰ

ﾄｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾁ
ｪﾝ

ｼ
ﾞ整

備
事

業
負

担
金

そ
の

他

計

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
負

担
金

下
水

道
事

業
負

担
金

及
び

補
助

金

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

病
院

事
業

負
担

金

担
い

手
農

地
集

積
推

進
事

業
補

助
金

中
小

企
業

融
資

あ
っ

せ
ん

資
金

利
子

補
給

及
び

保
証

料
補

給

企
業

立
地

促
進

奨
励

金

生
活

バ
ス

路
線

運
行

費
補

助

そ
の

他

計

畜
産

事
業

者
1
1
2
,0

0
8

畜
産

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

農
業

者
等

1
0
9
,5

7
5

営
農

戦
略

に
基

づ
き

実
施

す
る

産
地

高
収

益
化

に
向

け
た

取
組

を
支

援

東
日

本
旅

客
鉄

道
（
株

）
1
0
0
,2

9
4

道
路

改
良

事
業

に
伴

う
踏

切
道

拡
幅

改
良

工
事

に
対

す
る

横
手

市
の

経
費

負
担

農
業

者
等

7
4
,6

2
8

戦
略

作
物

に
積

極
的

に
取

り
組

む
認

定
農

業
者

等
へ

必
要

な
機

械
・
施

設
の

整
備

を
支

援

5
2
3
,0

5
4

横
手

市
病

院
事

業
（
公

営
企

業
）
に

対
す

る
負

担
金

農
業

者
等

1
6
6
,8

2
8

担
い

手
へ

の
農

地
集

積
推

進
事

業
を

支
援

す
る

横
手

市
下

水
道

事
業

8
3
1
,0

9
2

横
手

市
下

水
道

事
業

（
公

営
企

業
）
に

対
す

る
負

担
金

及
び

補
助

金

農
業

者
等

6
2
9
,8

6
1

バ
ス

事
業

者
6
7
,1

5
1

バ
ス

事
業

者
の

市
内

路
線

運
行

を
支

援
す

る

市
内

中
小

事
業

者
1
6
5
,7

1
0

事
業

資
金

を
必

要
と

す
る

中
小

事
業

者
を

支
援

す
る

指
定

工
場

等
9
1
,4

2
1

指
定

を
受

け
た

工
場

等
に

対
し

用
地

取
得

、
雪

対
策

、
環

境
整

備
、

雇
用

等
を

支
援

す
る

4
2
,1

1
1

5
4
,4

1
2

9
0
,2

6
9

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
者

に
対

す
る

支
援

東
日

本
高

速
道

路
（
株

）
横

手
北

ｽ
ﾏ
ｰ

ﾄｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾁ
ｪﾝ

ｼ
ﾞ建

設
事

業
に

対
す

る
横

手
市

の
経

費
負

担

伝
統

的
建

造
物

の
修

理
修

景
経

費
を

支
援

伝
統

的
建

造
物

所
有

者

そ
の

他
の

補
助

金
等

合
計

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
1
,1

5
0
,8

9
3

秋
田

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

に
対

す
る

横
手

市
の

経
費

負
担

1
,3

4
9
,9

3
0

6
,0

5
0
,1

1
0

4
,9

7
5
,9

4
0

認
定

農
業

者
等

に
対

す
る

支
援

横
手

市
病

院
事

業

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

（
単

位
：
千

円
）

区
分

相
手

先
金

額
支

出
目

的

秋
田

県
3
2
7
,7

9
5

農
業

生
産

基
盤

、
か

ん
が

い
排

水
、

街
路

等
の

県
事

業
に

対
す

る
横

手
市

の
経

費
負

担

1
6
3
,0

7
8

1
,0

7
4
,1

7
0

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
者
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（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額

地
方

税
8
,4

7
1
,9

0
0

地
方

交
付

税
2
2
,0

2
5
,5

8
5

地
方

譲
与

税
5
5
9
,9

7
5

地
方

消
費

税
交

付
金

1
,6

7
2
,6

2
1

自
動

車
取

得
税

交
付

金
ほ

か
そ

の
他

交
付

金
1
7
0
,9

1
3

分
担

金
・
負

担
金

4
4
4
,8

5
8

寄
附

金
2
0
8
,9

9
1

そ
の

他
6
8
,8

5
4

3
3
,6

2
3
,6

9
7

国
庫

支
出

金
6
6
0
,5

7
7

都
道

府
県

等
支

出
金

5
0
,4

0
0

計
7
1
0
,9

7
8

国
庫

支
出

金
4
,9

2
6
,7

3
5

都
道

府
県

等
支

出
金

4
,0

2
6
,0

3
3

計
8
,9

5
2
,7

6
8

9
,6

6
3
,7

4
6

4
3
,2

8
7
,4

4
3

３
．

純
資

産
変

動
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

一
般

会
計

等

税
収

等

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計
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国
県

等
補

助
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・・再調達原価 

   イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

    取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

  ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

    取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

    ただし平成２８年度末において当該有価証券は保有していません。 

  ② 満期保有目的以外の有価証券 

   ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

   イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

  ③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

   イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（事業用、インフラ、物品）・・・・・定額法 

  ② 無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

   （ソフトウェアについては、見込利用期間に基づく定額法によっています。） 

 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質 

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

  ② 徴収不能引当金 

    未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を 

   計上しています。 
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③ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額 

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

④ 退職手当引当金 

  退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当と 

して支給された額の総額を控除した額を計上しています。 

 

 (5) リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 (6) 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３か月以内の短期投資のほか、出納整理期間 

中の取引により発生する資金の受払を含んでいます。） 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

 

(1) 会計方針の変更 

 平成 27年度決算までは、総務省改訂モデルにより財務書類を作成していましたが、平成 28年度 

決算より統一的な基準に基づく財務書類を作成しています。 

 

Ⅲ．追加情報 

 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 ①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

   障害者支援施設特別会計 

   土地区画整理事業特別会計 

 ②地方自治法第 235条の 5に基づき一般会計等においては出納整理期間が設けられており、出納 

整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 ③千円単位を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 ④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

  実質赤字比率    － ％ 

  連結実質赤字比率  － ％ 

  実質公債費比率  ７．４％ 

  将来負担比率  ２５．１％ 

 ⑤公債費に準ずる債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  467,879千円 

 ⑥繰越事業に係る将来の支出予定額           2,653,859千円 
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(2) 貸借対照表に係る事項 

 ①統一的な基準に変更したことによる開始時貸借対照表への影響額 

  有形固定資産が 8,080,093千円の減 

  開始貸借対照表は、別紙のとおりです 

②地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に 

含まれることが見込まれる金額  63,526,184千円 

  ③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

   標準財政規模      32,114,166千円 

   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  5,871,516千円 

   将来負担額      88,420,312千円 

   充当可能基金額      16,582,949千円 

   特定財源見込額       1,721,781千円 

   地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  63,526,184千円 

 

（3） 純資産変動計算書に係る事項 

  純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   ①固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

   ②余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（4） 資金収支計算書に係る事項 

   ①基礎的財政収支  2,265,133千円 

   ②一時借入金 

    資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

    なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

     一時借入金の限度額 8,000,000千円 

     一時借入金の利子額     33千円 
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（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 206,804,076 固定負債 70,404,028
有形固定資産 190,282,156 地方債 63,841,828

事業用資産 76,522,170 長期未払金 -
土地 28,108,122 退職手当引当金 6,562,200
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 101,217,871 その他 -
建物減価償却累計額 △ 53,613,182 流動負債 6,778,327
工作物 6,174,243 1年内償還予定地方債 5,745,932
工作物減価償却累計額 △ 5,364,883 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 558,152
航空機 - 預り金 474,243
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 77,182,355
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 219,972,681

インフラ資産 112,286,165 余剰分（不足分） △ 74,763,781
土地 893,478
建物 1,991,932
建物減価償却累計額 △ 1,190,956
工作物 267,289,588
工作物減価償却累計額 △ 156,697,876
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 7,687,626
物品減価償却累計額 △ 6,213,806

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 16,521,920
投資及び出資金 8,725,903

有価証券 270,980
出資金 8,454,923
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 537,640
長期貸付金 1,501,344
基金 5,802,681

減債基金 -
その他 5,802,681

その他 -
徴収不能引当金 △ 45,648

流動資産 15,587,179
現金預金 2,299,239
未収金 119,336
短期貸付金 -
基金 13,168,605

財政調整基金 9,755,245
減債基金 3,413,360

棚卸資産 -
その他 -

徴収不能引当金 - 145,208,900

222,391,256 222,391,256

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

一般会計等開始貸借対照表
（平成２８年　４月　１日現在）

科目 科目
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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

44,409

純資産合計 161,725,953

資産合計 負債及び純資産合計 288,682,787

10,330,461
4,296,390

88,271

△ 4,055

288,682,787

9,899,025
1,707,454

-
14,626,851

5,997,833
-

26,361,955
△ 73,263

△ 138,073

1,598,550
5,997,833

-

8,670,519
564,888
274,108
290,780

-

720,584

4,797,930
6,716

4,791,213

300,580
21,182,719

△ 15,559,141

△ 176,260,300
412

-

5,741,226
△ 2,086,003
324,691,972

342,787 276,947,683
154,253,962 △ 115,221,731

1,866,074

- -
- 負債合計 126,956,834
-

- -
- 848,431
- 634,042

△ 5,658,330 767,438
- -
- -

120,668,313 14,334,683
△ 61,858,071 11,207,356

6,507,402 8,957,445

88,974,844 -
28,972,744 7,014,377

- -

262,320,830 115,749,478
248,852,384 94,400,418

【様式第１号】【様式第１号】【様式第１号】【様式第１号】

全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表全体貸借対照表
（平成２９年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

175,984

136,356

△ 64,885,226

173,352

-

30,996

138,073

-

4,283

25,088,736

14,345,175

740,365

9,966,834

2,581,262

1,801,997

1,346,032

76,170

379,795

38,344,313

6,475,044

31,467,215

402,054

12,799,121

10,217,859

△ 64,887,858

39,628

【様式第２号】【様式第２号】【様式第２号】【様式第２号】

全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書全体行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科目 金額

36,362

77,686,979

39,342,666

12,451,934

11,144,572

848,431

101,753

357,179
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(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 273,280,099 △ 120,986,665

純行政コスト（△） △ 64,885,226

財源 65,495,557

税収等 47,293,410

国県等補助金 18,202,147

本年度差額 610,331

固定資産等の変動（内部変動） △ 5,154,603 5,154,603

有形固定資産等の増加 4,102,687 △ 4,102,687

有形固定資産等の減少 △ 10,101,449 10,101,449

貸付金・基金等の増加 3,182,116 △ 3,182,116

貸付金・基金等の減少 △ 2,337,957 2,337,957

資産評価差額 4,164

無償所管換等 8,818,024

その他 - -

本年度純資産変動額 3,667,585 5,764,934

本年度末純資産残高 276,947,683 △ 115,221,731

8,818,024

-

9,432,519

161,725,953

4,164

610,331

【様式第３号】【様式第３号】【様式第３号】【様式第３号】

全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書全体純資産変動計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 合計

152,293,434

△ 64,885,226

65,495,557

47,293,410

18,202,147
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

前年度末資金残高 9,130,430
本年度末資金残高 9,416,050

9,296,403
-

5,173,039
5,173,039

-

本年度資金収支額 285,619
△ 4,123,364

9,296,403

2,695,663
-

1,311,920
-

3,982,600
908,396

1,721,758
1,216,090

136,356
-

△ 3,925,638

3,900,655

77,391,247
47,220,026
17,105,348
10,484,508
2,581,365

-
-
-
-

7,908,238

8,334,621

1,346,032
664,258

39,683,102
7,813,833

31,467,215

474,243
8,733

482,976
9,899,025

【様式第４号】【様式第４号】【様式第４号】【様式第４号】

全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書全体資金収支計算書
自　　平成２８年　４月　１日

至　　平成２９年　３月３１日

科目 金額

402,054

69,056,627
29,373,525
12,353,555
15,009,680
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①
有

形
固

定
資

産
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細
（
単

位
：
千

円
）

8
8
,9

7
4
,8

4
4

2
8
,9

7
2
,7

4
4 -

5
8
,8

1
0
,2

4
2

8
4
9
,0

7
2 - - - -

3
4
2
,7

8
7

1
5
4
,2

5
3
,9

6
2

1
,8

6
6
,0

7
4

3
,6

5
5
,2

2
3

1
4
8
,4

3
1
,6

7
3

4
1
2

3
0
0
,5

8
0

5
,6

2
3
,5

7
8

2
4
8
,8

5
2
,3

8
4

【
様

式
第

５
号

】

附
属

明
細

書
（
全

体
）

１
．

貸
借

対
照

表
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
資

産
項

目
の

明
細

本
年

度
償

却
額

（
F
)

差
引

本
年

度
末

残
高

（
D

)－
（
E
)

（
G

)
 事

業
用

資
産

1
4
6
,9

5
2
,2

2
6

1
0
,9

5
5
,5

8
4

1
,4

1
6
,5

6
4

1
5
6
,4

9
1
,2

4
6

6
7
,5

1
6
,4

0
2

2
,6

3
4
,8

1
1

8
8
,9

7
4
,8

4
4

区
分

前
年

度
末

残
高

（
A

）
本

年
度

増
加

額
（
B

）
本

年
度

減
少

額
（
C

）

本
年

度
末

残
高

（
A

)＋
（
B

)-
（
C

)
（
D

）

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計

額
（
E
)

-
2
8
,9

7
2
,7

4
4

　
　

立
木

竹
-

-
-

-
-

-
-

　
  

土
地

2
8
,7

0
8
,0

3
1

3
3
9
,3

2
0

7
4
,6

0
7

2
8
,9

7
2
,7

4
4

-

2
,5

7
0
,0

8
6

5
8
,8

1
0
,2

4
2

　
　

工
作

物
6
,4

3
2
,1

4
6

7
5
,2

5
5

-
6
,5

0
7
,4

0
2

5
,6

5
8
,3

3
0

6
4
,7

2
5

8
4
9
,0

7
2

　
　

建
物

1
1
1
,8

1
2
,0

4
8

1
0
,1

9
7
,8

3
3

1
,3

4
1
,5

6
8

1
2
0
,6

6
8
,3

1
3

6
1
,8

5
8
,0

7
1

-
-

　
　

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

　
　

船
舶

-
-

-
-

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
-

-
-

-
-

-
3
4
2
,7

8
7

 イ
ン

フ
ラ

資
産

3
3
0
,0

9
5
,2

5
6

2
,6

3
8
,4

1
4

1
3
3
,4

0
5

3
3
2
,6

0
0
,2

6
5

1
7
8
,3

4
6
,3

0
3

6
,2

4
5
,7

0
7

1
5
4
,2

5
3
,9

6
2

　
　

建
設

仮
勘

定
-

3
4
3
,1

7
5

3
8
9

3
4
2
,7

8
7

-

-
1
,8

6
6
,0

7
4

　
　

建
物

5
,7

4
0
,5

4
9

1
,8

5
9

1
,1

8
1

5
,7

4
1
,2

2
6

2
,0

8
6
,0

0
3

1
3
0
,5

3
1

3
,6

5
5
,2

2
3

　
　

土
地

1
,7

4
8
,9

6
7

1
1
7
,1

0
8

1
1
,8

6
6
,0

7
4

-

6
,1

1
5
,1

7
6

1
4
8
,4

3
1
,6

7
3

　
　

そ
の

他
4
1
2

-
-

4
1
2

-
-

4
1
2

　
　

工
作

物
3
2
2
,3

4
4
,0

1
1

2
,3

9
6
,2

0
1

4
8
,2

4
0

3
2
4
,6

9
1
,9

7
2

1
7
6
,2

6
0
,3

0
0

-
3
0
0
,5

8
0

 物
品

2
0
,6

6
7
,1

4
5

5
6
8
,3

0
3

5
2
,7

2
8

2
1
,1

8
2
,7

1
9

1
5
,5

5
9
,1

4
1

9
3
0
,4

9
5

5
,6

2
3
,5

7
8

　
　

建
設

仮
勘

定
2
6
1
,3

1
7

1
2
3
,2

4
6

8
3
,9

8
3

3
0
0
,5

8
0

-

9
,8

1
1
,0

1
2

2
4
8
,8

5
2
,3

8
4

区
分

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務

合
計

4
9
7
,7

1
4
,6

2
7

1
4
,1

6
2
,3

0
0

1
,6

0
2
,6

9
7

5
1
0
,2

7
4
,2

3
0

2
6
1
,4

2
1
,8

4
6

合
計

 事
業

用
資

産
1
3
,7

2
3
,5

8
2

2
6
,7

1
5
,0

6
9

6
,5

1
2
,4

3
2

1
6
,8

7
3
,2

6
0

7
,9

0
9
,0

6
7

1
,3

0
8
,3

6
5

1
5
,9

3
3
,0

6
9

3
6
3
,2

9
3

7
,6

6
5
,6

7
0

　
　

立
木

竹
-

-
-

-
-

-
-

　
　

土
地

1
0
,4

4
1
,9

8
8

2
,9

2
1
,1

5
6

3
,3

0
0
,6

3
9

1
,8

6
2
,5

7
1

2
,4

1
7
,4

2
7

1
5
4
,7

8
1

8
,0

6
5
,2

6
8

　
　

工
作

物
-

1
0
,4

2
8

2
,7

4
3

2
7
,4

7
7

1
5
,3

3
7

7
8
1
,6

2
5

1
1
,4

6
1

　
　

建
物

3
,2

8
1
,5

9
4

2
3
,7

5
5
,7

8
4

3
,2

0
9
,0

5
0

1
4
,9

8
3
,2

1
2

5
,3

6
0
,5

5
3

-
-

　
　

浮
標

等
-

-
-

-
-

-
-

　
　

船
舶

-
-

-
-

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

　
　

航
空

機
-

-
-

-
-

8
,6

6
6

1
9
0
,6

7
0

 イ
ン

フ
ラ

資
産

1
3
4
,7

8
0
,2

4
6

-
6
,6

6
3

1
9
,4

4
8
,2

7
1

1
6
6

-
1
8
,6

1
7

　
　

建
設

仮
勘

定
-

2
7
,7

0
1

-
-

1
1
5
,7

5
0

-
-

　
　

建
物

1
,0

2
8
,7

3
7

-
6
,6

6
3

2
,6

0
1
,0

4
1

1
6
6

-
1
8
,6

1
7

　
　

土
地

1
,0

3
7
,5

9
9

-
-

8
2
8
,4

7
5

-

-
-

　
　

そ
の

他
-

-
-

4
1
2

-
-

-

　
　

工
作

物
1
3
2
,6

0
0
,1

9
6

-
-

1
5
,8

3
1
,4

7
7

-

1
,6

8
0
,4

2
4

1
6
,0

7
7
,1

3
9

合
計

1
4
9
,1

3
1
,1

5
2

2
7
,2

8
6
,5

5
5

6
,5

4
5
,8

4
0

4
0
,1

2
4
,1

5
5

8
,0

0
7
,1

1
9

-
-

 物
品

6
2
7
,3

2
5

5
7
1
,4

8
6

2
6
,7

4
5

3
,8

0
2
,6

2
3

9
7
,8

8
6

3
7
2
,0

6
0

1
2
5
,4

5
3

　
　

建
設

仮
勘

定
1
1
3
,7

1
4

-
-

1
8
6
,8

6
6

-

40



③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細
（
全

体
）

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
（
単

位
：
円

）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
（
A

）
時

価
単

価
（
B

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A

）
×

（
B

)
（
C

)
取

得
単

価
（
D

)

取
得

原
価

（
A

）
×

（
D

)
（
E
)

評
価

差
額

（
C

）
－

（
E
)

（
F
)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

関
西

電
力

（
株

）
9

1
,3

6
7

1
2
,3

0
3

5
0
0

4
,5

0
0

7
,8

0
3

4
,5

0
0

九
州

電
力

（
株

）
3

1
,1

8
6

3
,5

5
8

5
0
0

1
,5

0
0

2
,0

5
8

1
,5

0
0

中
国

電
力

（
株

）
2

1
,2

3
2

2
,4

6
4

5
0
0

1
,0

0
0

1
,4

6
4

1
,0

0
0

中
部

電
力

（
株

）
2

1
,4

9
1

2
,9

8
2

5
0
0

1
,0

0
0

1
,9

8
2

1
,0

0
0

東
京

電
力

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

（
株

）
7

4
3
6

3
,0

5
2

5
0
0

3
,5

0
0

-
4
4
8

3
,5

0
0

東
北

電
力

（
株

）
4
,1

0
6

1
,5

0
8

6
,1

9
1
,8

4
8

5
0
0

2
,0

5
3
,0

0
0

4
,1

3
8
,8

4
8

2
,0

5
3
,0

0
0

北
海

道
電

力
（
株

）
1

8
4
2

8
4
2

5
0
0

5
0
0

3
4
2

5
0
0

三
菱

マ
テ

リ
ア

ル
（
株

）
4

3
,3

7
0

1
3
,4

8
0

5
0
0

2
,0

0
0

1
1
,4

8
0

2
,0

0
0

合
計

6
,2

3
0
,5

2
9

2
,0

6
7
,0

0
0

4
,1

6
3
,5

2
9

2
,0

6
7
,0

0
0

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
、

％
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H

)

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

（
株

）
増

田
町

物
産

流
通

セ
ン

タ
ー

5
0
,0

0
0

9
0
,1

9
2

8
9
,2

3
5

9
5
7

6
8
,0

0
0

7
3
.5

3
%

7
0
3

4
9
,2

9
7

5
0
,0

0
0

（
株

）
天

下
森

振
興

公
社

1
0
,0

0
0

5
3
,6

2
0

9
,5

9
1

4
4
,0

2
9

1
2
,0

5
0

8
2
.9

9
%

3
6
,5

4
0

-
1
0
,0

0
0

（
株

）
ウ

ッ
デ

ィ
さ

ん
な

い
2
8
,0

0
0

2
0
1
,5

9
7

1
0
6
,6

2
5

9
4
,9

7
2

4
0
,0

0
0

7
0
.0

0
%

6
6
,4

8
0

-
2
8
,0

0
0

（
株

）
山

内
観

光
振

興
公

社
1
1
0
,0

0
0

1
1
4
,6

1
2

8
5
,4

7
9

2
9
,1

3
3

1
5
1
,0

0
0

7
2
.8

5
%

2
1
,2

2
4

8
8
,7

7
6

1
1
0
,0

0
0

（
株

）
横

手
植

林
社

2
,2

9
4

8
6
,5

2
1

1
,4

2
0

8
5
,1

0
0

1
0
,0

0
0

6
3
.7

3
%

5
4
,2

3
5

-
2
,2

9
4

合
計

2
0
0
,2

9
4

5
4
6
,5

4
2

2
9
2
,3

5
1

2
5
4
,1

9
1

2
8
1
,0

5
0

1
7
9
,1

8
2

1
3
8
,0

7
3

2
0
0
,2

9
4
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市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
、

％
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

(公
社

）
秋

田
県

農
業

公
社

1
7
,0

0
0

4
,9

5
2
,7

3
0

4
,0

8
4
,3

8
2

8
6
8
,3

4
8

8
6
8
,3

4
8

1
.9

6
%

1
7
,0

2
0

-
1
7
,0

0
0

1
7
,0

0
0

秋
田

県
農

業
信

用
基

金
協

会
4
1
,4

3
0

6
1
,8

6
5
,1

3
9

5
5
,5

8
9
,0

1
6

6
,2

7
6
,1

2
3

6
,2

7
6
,1

2
3

0
.6

6
%

4
1
,4

2
2

-
4
1
,4

3
0

4
1
,4

3
0

秋
田

県
土

地
改

良
事

業
団

連
合

会
3
,1

0
0

6
,1

4
5
,9

3
4

1
,5

3
4
,2

1
6

4
,6

1
1
,7

1
8

4
,6

1
1
,7

1
8

0
.0

7
%

3
,2

2
8

-
3
,1

0
0

3
,1

0
0

横
手

市
森

林
組

合
6
3
,7

5
9

3
3
6
,8

0
4

2
0
0
,5

3
9

1
3
6
,2

6
4

1
4
8
,2

5
5

4
3
.0

1
%

5
8
,6

0
7

-
6
3
,7

5
9

6
3
,7

5
9

雄
勝

広
域

森
林

組
合

1
0
0

7
4
9
,8

6
7

4
8
7
,8

9
6

2
6
1
,9

7
1

1
0
8
,5

7
9

0
.0

9
%

2
3
6

-
1
0
0

1
0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

9
,8

0
0

2
4
,7

8
6
,2

6
7
,0

0
0

2
4
,5

4
5
,1

8
5
,0

0
0

2
4
1
,0

8
2
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

6
%

1
4
4
,6

4
9

-
9
,8

0
0

9
,8

0
0

(公
社

)秋
田

県
青

果
物

基
金

協
会

5
,3

0
0

1
,4

0
3
,9

0
7

4
9
8
,8

8
8

9
0
5
,0

1
9

8
2
2
,3

9
1

0
.6

4
%

5
,7

9
2

-
5
,3

0
0

5
,3

0
0

（
株

）
秋

田
県

食
肉

流
通

公
社

1
,0

0
0

1
,7

9
1
,5

5
2

4
7
7
,8

1
5

1
,3

1
3
,7

3
7

1
,3

1
9
,7

0
0

0
.0

8
%

1
,0

5
1

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

（
株

）
秋

田
ふ

る
さ

と
村

5
4
,0

0
0

6
7
7
,4

9
7

9
9
,0

0
4

5
7
8
,4

9
3

4
9
5
,0

0
0

1
0
.9

1
%

6
3
,1

1
4

-
5
4
,0

0
0

5
4
,0

0
0

（
株

）
秋

田
放

送
2
,4

1
0

4
,2

3
8
,8

0
6

2
,5

7
3
,7

3
6

1
,6

6
5
,0

7
0

2
3
0
,0

0
0

1
.0

5
%

1
7
,4

8
3

-
2
,4

1
0

2
,4

1
0

秋
田

テ
レ

ビ
（
株

）
5
0
0

5
,1

0
6
,7

4
2

1
,0

3
6
,8

8
4

4
,0

6
9
,8

5
8

3
6
0
,0

0
0

0
.1

4
%

5
,6

9
8

-
5
0
0

5
0
0

羽
後

交
通

（
株

）
7
1
0

2
,6

5
3
,3

8
3

1
,0

3
1
,5

3
0

1
,6

2
1
,8

5
2

3
6
0
,0

0
0

0
.2

0
%

3
,2

4
4

-
7
1
0

7
1
0

羽
後

カ
ン

ト
リ

ー
（
株

）
1
0
,0

0
0

1
,1

9
3
,3

0
4

9
7
8
,7

6
2

2
1
4
,5

4
2

3
6
0
,0

0
0

2
.7

8
%

5
,9

6
4

4
,0

3
6

5
,9

6
4

1
0
,0

0
0

（
公

財
）
暴

力
団

壊
滅

秋
田

県
民

会
議

4
,3

4
1

5
9
7
,5

7
7

2
3
9

5
9
7
,3

3
7

5
8
1
,9

4
3

0
.7

5
%

4
,4

8
0

-
4
,3

4
1

4
,3

4
1

（
公

財
）
秋

田
県

国
際

交
流

協
会

1
1
,7

8
8

1
,2

3
7
,3

8
5

5
1
5

1
,2

3
6
,8

7
0

1
,2

0
1
,2

5
4

0
.9

8
%

1
2
,1

2
1

-
1
1
,7

8
8

1
1
,7

8
8

秋
田

赤
十

字
病

院
9
,6

9
7

1
4
,9

5
0
,3

1
8

1
3
,4

4
9
,1

3
4

1
,5

0
1
,1

8
3

1
,5

0
1
,1

8
3

0
.6

5
%

9
,7

5
8

-
9
,6

9
7

9
,6

9
7

（
公

財
）
秋

田
県

長
寿

社
会

振
興

財
団

2
4
0

1
6
1
,1

5
7

4
1
,4

4
3

1
1
9
,7

1
5

8
9
,0

3
4

0
.2

7
%

3
2
3

-
2
4
0

2
4
0

(公
財

）
秋

田
県

林
業

労
働

対
策

基
金

6
,2

6
0

1
,0

2
7
,3

6
3

6
,1

2
0

1
,0

2
1
,2

4
3

9
0
9
,2

6
5

0
.6

9
%

7
,0

4
7

-
6
,2

6
0

6
,2

6
0

秋
田

県
信

用
保

証
協

会
1
0
5
,6

7
2

2
4
5
,1

1
0
,4

4
2

2
2
3
,4

9
8
,3

4
8

2
1
,6

1
2
,0

9
4

2
1
,6

1
2
,0

7
4

0
.4

9
%

1
0
5
,8

9
9

-
1
0
5
,6

7
2

1
0
5
,6

7
2

（
一

財
）
横

手
市

増
田

ま
ん

が
美

術
財

団
5
0
0

1
2
,6

5
7

4
,5

6
4

8
,0

9
3

8
,0

9
3

6
.1

8
%

5
0
0

-
5
0
0

5
0
0

（
公

財
）
リ

バ
ー

フ
ロ

ン
ト

研
究

所
3
,5

0
0

2
,0

0
5
,8

6
5

3
2
3
,1

0
5

1
,6

8
2
,7

5
9

1
,6

8
2
,7

5
9

0
.2

1
%

3
,5

3
4

-
3
,5

0
0

3
,5

0
0

（
財

）
秋

田
県

青
年

会
館

5
,5

9
3

7
0
,3

8
0

1
7
,0

4
9

5
3
,3

3
1

5
3
,3

3
1

1
0
.4

9
%

5
,5

9
4

-
5
,5

9
3

5
,5

9
3

（
公

社
）
青

少
年

育
成

秋
田

県
民

会
議

2
,7

0
0

2
9
,0

5
5

3
4
7

2
8
,7

0
8

2
8
,7

0
8

9
.4

1
%

2
,7

0
1

-
2
,7

0
0

2
,7

0
0

(株
)県

南
環

境
保

全
セ

ン
タ

ー
3
,0

0
0

4
6
5
,8

9
5

7
2
,8

0
3

3
9
3
,0

9
2

1
3
,0

0
0

2
3
.0

8
%

9
0
,7

2
6

-
3
,0

0
0

下
水

道
事

業
会

計

合
計

3
6
2
,4

0
0

2
5
,1

4
3
,0

5
0
,7

5
8

2
4
,8

5
1
,1

9
1
,3

3
7

2
9
1
,8

5
9
,4

2
1

6
0
,2

4
2
,7

5
9

6
1
0
,1

9
2

4
,0

3
6

3
5
8
,3

6
4

3
5
9
,4

0
0
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④
基

金
の

明
細

（
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

9
,6

3
8
,9

0
4

9
,6

3
8
,9

0
4

9
,6

3
8
,9

0
4

減
債

基
金

4
,2

9
6
,3

9
0

4
,2

9
6
,3

9
0

4
,2

9
6
,3

9
0

振
興

基
金

4
,0

3
2
,7

7
0

4
,0

3
2
,7

7
0

4
,0

3
2
,7

7
0

ふ
る

さ
と

振
興

基
金

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
6
5
,7

2
4

6
5
,7

2
4

6
5
,7

2
4

ふ
る

さ
と

応
援

基
金

2
5
8
,3

2
7

2
5
8
,3

2
7

2
5
8
,3

2
7

公
共

施
設

等
総

合
管

理
推

進
基

金
1
,4

3
3
,9

7
5

1
,4

3
3
,9

7
5

1
,4

3
3
,9

7
5

亀
田

部
落

財
政

調
整

基
金

8
,0

6
2

8
,0

6
2

8
,0

6
2

農
業

災
害

復
旧

事
業

基
金

8
2
,7

8
9

8
2
,7

8
9

8
2
,7

8
9

子
牛

導
入

貸
付

事
業

基
金

1
4
,8

7
2

1
,3

1
4

1
6
,1

8
6

1
6
,1

8
6

国
保

財
政

調
整

基
金

2
2
3
,1

1
8

2
2
3
,1

1
8

2
2
3
,1

1
8

介
護

保
険

給
付

準
備

基
金

4
6
8
,2

0
7

4
6
8
,2

0
7

4
6
8
,2

0
7

さ
く
ら

荘
財

政
調

整
基

金
2
3
3

2
3
3

2
3
3

合
計

2
0
,6

2
3
,3

7
0

-
-

1
,3

1
4

2
0
,6

2
4
,6

8
4

2
0
,6

2
4
,6

8
4

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
債

　
権

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

第
三

セ
ク

タ
ー

等

　
　

（
株

）
増

田
町

物
産

流
通

セ
ン

タ
ー

5
6
,4

9
8

-
5
6
,4

9
8

　
　

（
株

）
山

内
観

光
振

興
公

社
6
0
,8

9
6

-
6
0
,8

9
6

　
　

（
株

）
ウ

ッ
デ

ィ
さ

ん
な

い
5
,8

1
0

-
5
,8

1
0

小
　

計
1
2
3
,2

0
4

-
1
2
3
,2

0
4

そ
の

他
の

貸
付

金

　
　

地
域

総
合

整
備

資
金

貸
付

金
1
,1

6
1
,4

3
7

-
1
,1

6
1
,4

3
7

　
　

社
会

福
祉

施
設

整
備

資
金

貸
付

金
1
0
9
,3

9
7

-
1
0
9
,3

9
7

　
　

ひ
と

り
親

家
庭

等
住

宅
整

備
資

金
貸

付
金

2
,2

0
6

-
2
,2

0
6

　
　

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
貸

付
金

1
,2

1
0

-
1
,2

1
0

　
　

奨
学

資
金

貸
付

金
2
0
1
,0

9
6

-
2
0
1
,0

9
6

小
　

計
1
,4

7
5
,3

4
6

-
1
,4

7
5
,3

4
6

合
　

計
1
,5

9
8
,5

5
0

-
1
,5

9
8
,5

5
0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

　
ひ

と
り

親
家

庭
等

住
宅

整
備

資
金

貸
付

金
3
,2

7
3

-

　
心

身
障

害
者

居
室

整
備

資
金

貸
付

金
1
,4

5
8

-

　
高

齢
者

住
宅

整
備

資
金

貸
付

金
6
,4

3
1

-

　
奨

学
資

金
貸

付
金

8
,4

6
4

-
　

奨
学

資
金

貸
付

金
2
,9

2
9

-

　
緊

急
教

育
資

金
貸

付
金

1
3
0

-

小
計

1
9
,7

5
6

-
小

計
2
,9

2
9

-

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
　

市
民

税
（
個

人
）

5
1
,4

7
1

6
,2

9
3

　
　

市
民

税
（
個

人
）

2
0
,1

1
9

5

　
　

市
民

税
（
法

人
）

6
,7

0
3

1
,4

7
4

　
　

市
民

税
（
法

人
）

3
,0

2
9

3
4

　
　

固
定

資
産

税
2
2
6
,6

8
6

3
1
,6

3
4

　
　

固
定

資
産

税
8
0
,8

5
0

1
,0

1
2

　
　

軽
自

動
車

税
6
,3

2
3

1
,0

1
1

　
　

軽
自

動
車

税
3
,9

0
8

3

　
　

都
市

計
画

税
2
1
4

4
5

　
　

国
民

健
康

保
険

税
2
2
1
,0

7
9

2
9
,2

0
2

　
　

国
民

健
康

保
険

税
9
9
,9

4
6

1
1

　
　

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

1
,0

0
5

9
0

　
　

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

9
9
3

-

　
　

介
護

保
険

料
1
1
,1

5
4

2
,5

3
7

　
　

介
護

保
険

料
1
0
,5

6
5

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

分
担

金
・
負

担
金

1
0
0
,0

1
3

2
6
8

　
　

分
担

金
・
負

担
金

1
5
,8

9
1

-

　
　

使
用

料
・
手

数
料

3
,1

9
0

6
4
4

　
　

使
用

料
・
手

数
料

1
,3

5
0
,2

1
0

2
,9

9
0

　
　

経
常

収
益

・
そ

の
他

3
,7

0
7

-
　

　
経

常
収

益
・
そ

の
他

4
,7

6
2

-

　
　

財
産

貸
付

収
入

1
4
0

-
　

　
財

産
貸

付
収

入
4
3

-

　
　

清
算

徴
収

金
（
土

地
区

画
整

理
事

業
）

1
4
4

-

  
  
 国

庫
補

助
金

1
0
5
,4

6
0

-

　
　

諸
収

入
6
8
,9

9
8

6
6

　
　

諸
収

入
8
,7

4
9

-

小
計

7
0
0
,8

2
7

7
3
,2

6
3

小
計

1
,7

0
4
,5

2
5

4
,0

5
5

合
計

7
2
0
,5

8
4

7
3
,2

6
3

合
計

1
,7

0
7
,4

5
4

4
,0

5
5
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

（
全

体
）

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

2
,0

3
2
,9

1
8

1
6
5
,1

6
1

2
,0

0
6
,5

7
6

2
6
,3

4
2

　
　

公
営

住
宅

建
設

1
,2

7
3
,5

1
7

1
6
4
,8

3
3

1
,2

4
6
,3

4
6

1
9
,4

7
8

7
,6

9
2

　
　

災
害

復
旧

1
7
7
,3

2
3

5
5
,6

8
3

1
7
7
,3

2
3

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
1
,1

4
6
,8

7
7

1
8
1
,4

2
5

6
6
4
,8

9
1

1
6
8
,3

8
6

7
1
,0

4
4

1
8
9
,2

6
4

5
3
,2

9
2

　
　

一
般

単
独

事
業

　
（
合

併
特

例
事

業
）

2
4
,6

9
0
,4

4
9

1
,8

3
1
,4

8
5

2
0
,5

6
9
,3

3
2

4
,0

7
9
,7

8
4

4
1
,3

3
3

　
　

一
般

単
独

事
業

　
（
そ

の
他

）
4
,8

9
6
,7

8
1

9
8
5
,5

3
0

1
,2

4
3
,8

2
7

1
,5

4
9
,6

2
0

1
,7

1
5
,0

1
0

2
9
3
,4

9
9

9
4
,8

2
5

　
　

過
疎

対
策

事
業

1
0
,4

7
1
,4

5
7

1
,0

8
2
,6

1
7

1
0
,4

7
1
,4

5
7

　
　

そ
の

他
3
6
,3

3
4
,4

8
3

2
,9

2
1
,0

1
5

1
7
,1

3
8
,7

7
8

1
3
,4

6
9
,8

7
9

4
,8

4
6
,3

1
4

4
0
,5

6
9

8
3
8
,9

4
2

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
1
,9

2
0
,2

3
2

1
,4

5
8
,4

4
2

1
9
,5

0
8
,6

8
6

1
4
2
,5

9
9

2
,1

9
3
,4

9
7

7
5
,4

5
0

　
　

減
税

補
て

ん
債

3
8
7
,7

3
7

8
5
,1

6
4

3
8
7
,7

3
7

　
　

退
職

手
当

債

　
　

そ
の

他
2
6
,0

8
8

2
6
,0

8
8

2
6
,0

8
8

合
計

1
0
3
,3

5
7
,8

6
3

8
,9

5
7
,4

4
5

5
2
,8

7
1
,7

1
0

1
5
,3

3
0
,4

8
4

2
9
,4

2
1
,5

3
9

4
,6

9
8
,0

4
5

-
-

-
1
,0

3
6
,0

8
5

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細
（
全
体
）

（
単
位
：
千
円
,
％
）

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

6
9
,
1
4
3
,
4
3
3

1
8
,
9
2
8
,
6
4
5

8
,
0
1
4
,
3
8
0

2
,
0
9
6
,
3
1
3

1
,
7
7
9
,
0
6
7

8
6
3
,
0
8
0

2
,
5
3
2
,
9
4
6

1
.
2
2
8

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細
（
全
体
）

（
単
位
：
千
円
）

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

1
0
3
,
3
5
7
,
8
6
3

8
,
9
5
7
,
4
4
5

8
,
8
1
5
,
7
8
1

8
,
5
6
6
,
1
5
3

8
,
5
4
1
,
8
3
3

8
,
1
5
3
,
8
6
7

3
2
,
1
3
0
,
7
2
9

1
8
,
1
7
8
,
6
4
9

7
,
2
3
8
,
2
4
0

2
,
7
7
5
,
1
6
7

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要
（
全
体
）

（
単
位
：
千
円
）

該
当

な
し

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

地
方
債
残
高

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
全

体
）

（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
8
6
,9

5
7

7
6
,1

7
0

8
5
,8

0
9

7
7
,3

1
8

賞
与

等
引

当
金

8
5
1
,8

0
5

8
4
8
,4

3
1

8
5
1
,8

0
5

8
4
8
,4

3
1

退
職

手
当

引
当

金
8
,2

8
9
,4

7
3

1
0
1
,7

5
3

1
,3

7
6
,8

4
9

7
,0

1
4
,3

7
7

投
資

損
失

引
当

金
-

1
3
8
,0

7
3

1
3
8
,0

7
3

合
計

9
,2

2
8
,2

3
5

1
,1

6
4
,4

2
7

9
3
7
,6

1
4

1
,3

7
6
,8

4
9

8
,0

7
8
,1

9
9

（
注

）
統

一
的

な
基

準
に

基
づ

く
平

成
２

８
年

度
開

始
残

高
を

計
上

し
て

い
る

。

（
注

）
地

方
公

営
企

業
法

適
用

会
計

に
お

け
る

貸
倒

引
当

金
を

徴
収

不
能

引
当

金
に

、
退

職
給

付
引

当
金

は
退

職
手

当
引

当
金

に
そ

れ
ぞ

れ
読

み
替

え
て

い
る

。

区
分

前
年

度
末

残
高

　
　

　
　

　
　

　
　

（
注

）
本

年
度

増
加

額
本

年
度

減
少

額
本

年
度

末
残

高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細
（
全

体
）

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

名
称

県
営

事
業

負
担

金

畜
産

競
争

力
強

化
対

策
整

備
事

業
補

助
金

産
地

パ
ワ

ー
ア

ッ
プ

事
業

費
補

助
金

踏
切

道
拡

幅
改

良
工

事
施

工
負

担
金

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
補

助
金

農
業

夢
プ

ラ
ン

推
進

事
業

補
助

金

重
要

伝
統

的
建

造
物

群
保

存
事

業

横
手

北
ｽ

ﾏ
ｰ

ﾄｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾁ
ｪﾝ

ｼ
ﾞ整

備
事

業
負

担
金

そ
の

他

計

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
負

担
金

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

退
職

手
当

負
担

金
秋

田
県

総
合

事
務

組
合

3
7
7
,1

1
9

流
域

下
水

道
維

持
管

理
費

負
担

金

担
い

手
農

地
集

積
推

進
事

業
補

助
金

中
小

企
業

融
資

あ
っ

せ
ん

資
金

利
子

補
給

及
び

保
証

料
補

給

企
業

立
地

促
進

奨
励

金

生
活

バ
ス

路
線

運
行

費
補

助

そ
の

他

計

東
日

本
旅

客
鉄

道
（
株

）
1
0
0
,2

9
4

道
路

改
良

事
業

に
伴

う
踏

切
道

拡
幅

改
良

工
事

に
対

す
る

横
手

市
の

経
費

負
担

（
単

位
：
千

円
）

区
分

相
手

先
金

額
支

出
目

的

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

秋
田

県
3
2
7
,7

9
5

農
業

生
産

基
盤

、
か

ん
が

い
排

水
、

街
路

等
の

県
事

業
に

対
す

る
横

手
市

の
経

費
負

担

畜
産

事
業

者
1
1
2
,0

0
8

畜
産

施
設

整
備

に
対

す
る

支
援

農
業

者
等

1
0
9
,5

7
5

営
農

戦
略

に
基

づ
き

実
施

す
る

産
地

高
収

益
化

に
向

け
た

取
組

を
支

援

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
者

9
0
,2

6
9

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
者

に
対

す
る

支
援

農
業

者
等

7
4
,6

2
8

戦
略

作
物

に
積

極
的

に
取

り
組

む
認

定
農

業
者

等
へ

必
要

な
機

械
・
施

設
の

整
備

を
支

援

伝
統

的
建

造
物

所
有

者
5
4
,4

1
2

伝
統

的
建

造
物

の
修

理
修

景
経

費
を

支
援

東
日

本
高

速
道

路
（
株

）
4
2
,1

1
1

横
手

北
ｽ

ﾏ
ｰ

ﾄｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾁ
ｪﾝ

ｼ
ﾞ建

設
事

業
に

対
す

る
横

手
市

の
経

費
負

担

1
6
3
,0

7
8

1
,0

7
4
,1

7
0

公
営

企
業

会
計

に
お

け
る

退
職

手
当

負
担

金

農
業

者
等

1
6
6
,8

2
8

担
い

手
へ

の
農

地
集

積
推

進
事

業
を

支
援

す
る

2
9
4
,8

6
9

流
域

下
水

道
を

維
持

管
理

す
る

た
め

の
費

用

市
内

中
小

事
業

者
1
6
5
,7

1
0

事
業

資
金

を
必

要
と

す
る

中
小

事
業

者
を

支
援

す
る

指
定

工
場

等
9
1
,4

2
1

指
定

を
受

け
た

工
場

等
に

対
し

用
地

取
得

、
雪

対
策

、
環

境
整

備
、

雇
用

等
を

支
援

す
る

バ
ス

事
業

者
6
7
,1

5
1

バ
ス

事
業

者
の

市
内

路
線

運
行

を
支

援
す

る

1
,5

3
6
,1

1
8

5
,4

0
0
,8

7
4

合
計

6
,4

7
5
,0

4
4

そ
の

他
の

補
助

金
等

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
2
,0

7
1
,7

9
7

秋
田

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

に
対

す
る

横
手

市
の

経
費

負
担

農
業

者
等

6
2
9
,8

6
1

認
定

農
業

者
等

に
対

す
る

支
援
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（
１

）
資

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

種
類

本
年

度
末

残
高

現
金

9
,8

9
9
,0

2
5

合
計

9
,8

9
9
,0

2
5

３
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
全

体
）
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（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 259,432,002 固定負債 121,020,212
有形固定資産 245,899,110 地方債 98,185,028

事業用資産 81,816,979 長期未払金 -
土地 28,708,031 退職手当引当金 8,289,473
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 111,812,048 その他 14,545,710
建物減価償却累計額 △ 59,541,641 流動負債 11,421,337
工作物 6,432,146 1年内償還予定地方債 9,296,180
工作物減価償却累計額 △ 5,593,605 未払金 643,698
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 851,805
航空機 - 預り金 629,655
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 132,441,549
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 273,280,099

インフラ資産 158,092,757 余剰分（不足分） △ 120,986,665
土地 1,748,967
建物 5,740,549
建物減価償却累計額 △ 1,956,653
工作物 322,344,011
工作物減価償却累計額 △ 170,045,846
その他 412
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 261,317

物品 20,667,145
物品減価償却累計額 △ 14,677,772

無形固定資産 4,931,942
ソフトウェア 579
その他 4,931,363

投資その他の資産 8,600,950
投資及び出資金 564,760

有価証券 273,980
出資金 290,780
その他 -

投資損失引当金 84
長期延滞債権 814,820
長期貸付金 1,501,344
基金 5,802,681

減債基金 -
その他 5,802,681

その他 -
徴収不能引当金 △ 82,739

流動資産 25,302,982
現金預金 9,604,673
未収金 1,747,536
短期貸付金 -
基金 13,848,097

財政調整基金 10,434,737
減債基金 3,413,360

棚卸資産 76,964
その他 29,929

徴収不能引当金 △ 4,218 152,293,434

284,734,983 284,734,983

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

全体開始貸借対照表
（平成２８年　４月　１日現在）

科目 科目

負債合計
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